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結びにかえて
　「さあ，同志たちよ，ヨーロッパの芝居は決定的に終わった。別のものを見出さなければならな
い。われわれには今日すべてのことが可能なのだ。ただしヨーロッパの猿真似をしないという条件
で，またヨーロッパに追いつこうとする執念にとりつかれないという条件で」1。
はじめに
　本稿の目的は，1962年の独立前後におけるアルジェリアの政治的，経済的変遷過程に焦点をあ
て，新生アルジェリアが陥った危機の要因を検討することである。1960年代の国際情勢を振り返っ
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てみれば，「アフリカの年」と命名されているように，これまで西欧列強諸国の植民地・従属国の地
位に呪縛されていた植民地諸国人民が生命を賭して政治的・国家的独立を達成した時期であった2。
また，多くのアフリカの新指導者たちは独立という熱狂のさなか，社会主義国家建設による国民経済
の確立を模索し，近代世界をつうじて押し付けられてきた政治的，経済的，あらゆる側面での先進資
本主義，帝国主義の付属物としての地位を脱却し，世界を構成する主体的一員となるべく自立的国家
の形成を実践しようと試みたのである3。独立後の政治的混乱期を経て，アルジェリア民主人民共和
国の初代大統領に就任したべン・ベラ（Ben　Bella　Ahmed）は，入植者が占有していた農地の国有化
を断行し，国家とアルジェリア全人民が総力を挙げて取り組むべき課題として徹底的な農地改革に着
手する。ベソ・ベラは，この過程で敵対する政治指導者を次々と追放し，民族解放戦線（FLN－
Front　de　Lib6ration　Nationale）による一党集権体制を確立し，絶対的権力を掌握する。他方，サハ
ラ石油鉱脈の開発を巡るフランスとアルジェリアの利権抗争は，アルジェリア政府の粘り強い交渉の
末，71年までに全面的な国有化に成功する。だが，このとき既にベソ・ベラの時代はわずか3年余
（1962～65年）で終幕し，ブーメディエソ大統領による資源ナショナリズムに依拠した重工業化政策
が着手されて始めていた。
　植民地支配から脱却して40年目を迎えた2002年，ルモンド紙は「フランスへ羨望の眼差しを向け
るアルジェリア」と題する特集記事を組んでいる。同記事では，過去の失策を批判し，フラソスの渡
航ビザを獲得して渡仏を夢見る現在のアルジェリアの若い世代を描いている。アルジェリアの若者
は，「アルジェリアで人間として生きていくよりも，フラソスで電柱にでもなっていたほうがはるか
にましだ」とアルジェリアの現状を嘆く4。アルジェリアの比類なき壮大な歴史の全体像を把握する
ことは極めて困難な作業であり，同国が現在抱える問題の全てを独立後の政策に帰することはできな
いが，今日同国が陥っている危機の萌芽は既に60年代を通じて醸成され始めていたのであり，この
点にアルジェリア危機の全容を解明する作業の一端を見出したい。
1．独立後の政治的・経済的混迷
1．アルジェリア民主人民共和国の誕生
　1962年7月5日，8年間の独立戦争を戦い抜いたアルジェリアは独立アラブ国家になった5。事前
に行なわれた宗主国フラソスからの政治的独立の有無を問う国民投票では，約600万人の圧倒的多数
のアルジェリア人が「賛成」を表明した6。ここに132年間にわたったフランス植民地支配の歴史が幕
を閉じたのである。だが，独立直後のアルジェリアでは，フランスとの熾烈な独立戦争の影響で，国
土は荒廃し，多数の人命が失われ，解決しなければならない政治的・経済的課題が山積していた。加
えて，後に検討するように，1962年3月18日に締結されたエビアン協定（独立協定）では，サハラ
の地下天然資源の開発権はフランスの独占的支配下に置かれたままであったため，念願の独立を達成
したとはいえ，あくまで政治的意味での独立であった。しかし，その政治的独立も，明確な指導者が
不在のまま達成したものであり，権力の座を巡ってFLNの内部抗争が表面化し，新生アルジェリア
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ははやくも無政府状態に陥った。独立直後のアルジェリアは，さながら荒れ狂う大海原に放り出され
た小船のような存在であり，高遭な理想と希望に燃えていたが，その船出は当初から悲劇的な幕開け
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　キャブテソで始まり，行き先を示す羅針盤さえ携えておらず，舵取りの役目を担う船長の座を巡って醜悪な権
力闘争が展開された。
　エビアン協定が締結されてから3カ月後の1962年6月1日～7日，独立後アルジェリアの具体的
方針を示すガイドラインを作成するため，アルジェリア革命全国評議会（CNRA－Comit6　Nationale
de　la　R6volution　Alg6rienne）がリビアのトリポリで開催された。同会議でトリポリ綱領が採択され
たが，ベン・ベラはアルジェリア共和国臨時政府（GPRA－Gouvernement　Provisoire　de　la　R6pub－
lique　Alg6rienne）の議長であったベンヘッダ（Benkhedda　Benyoucef）を糾弾し，少数派に追い込
む7。そこでベンヘッダはみずから政府を樹立するためにアルジェへ向かい，ペソ・ベラを支えてい
た国民解放軍（ALN－Arm6e　de　Lib6ration　Nationale）のブーメディエソ（Boumediene　Houari）大
佐（当時）とその他2名の司令官を解任した。ブーメディエン大佐はアルジェリア西部方面に強力
な軍隊を掌握しており，ベン・ベラは直ちにトレムセンに向かい連帯を表明，アルジェのGPRAに
対抗して「アルジェリアの運命を引き受ける」政治局（bureau　politique）を同年7月22日に設立し
た8。ここに，国民解放軍を支持基盤とするトレムセングループ（ペン・ベラ＝ブーメディエン）と
べソヘッダのアルジェリア共和国臨時政府との対立構図が鮮明となる。他方，反ALN勢力を結成し
たブーディアフ（Boudiaf　Mohamed），ベルカセム・クリム（Krim　Belkacem）等は，独裁者と軍部
支配に対する闘いを国民に呼びかける。このとき，ブーディアフは以下のような声明をだしベン・ベ
ラに対する批判闘争を展開する。「今次のクーデターが成功したならば，ファシスト政権が誕生する
ことになるだろう。同政権の目的ははっきりしている。すなわち，自分たちの野望を満たそうとする
権力に餓えた者たちは，アルジェリア国民から独立の勝利を奪いとろうとしている」9。また，パリに
いたアイト・アハメッド（Hocine　Ai’t　Ahmed）は現在組織されているあらゆる革命グループの解体
を要求すると発表した。最終的にベン・ベラ擁立をスローガンに掲げベーメディエン大佐はアルジェ
進軍を開始し，ブガリー（Boughari）の戦闘で臨時政府軍を壊滅させアルジェに入城した。臨時政
府は解体し，ベルカセム，ブーディアフは政治局を容認する。この時点でペン・ベラ派の勝利がほぼ
確定されたが，第3軍管区（カビリ），第4軍管区（アルジェ）ではべソ・ベラの勝利に不満をもっ
た対抗勢力が叛乱をおこし，とくにアルジェ市街では銃撃戦に発展するなど，一時争乱状態に陥っ
た。市民をも巻き込んだ権力抗争に激昂したアルジェ市民は，「戦争は7年間で充分だ」と叫びなが
ら抗議デモを展開した。また，ブガリーやエル・アスナム（El－Asnam＝現在のシュレフ）の激戦で
は1，000人を超える死者を出している。FLN党内での政治派閥間の衝突が激化するなか，アルジェに
本拠を移した政治局はべン・ベラ派閥を中心に196名の国民議員候補を選出，9月5日，第3軍管区
（カビリ）を除き停戦合意に漕ぎ着けた。9月20日，ペン・ベラは国民投票を行い憲法制定国民議会
を開設，自ら大統領に就任し，9月25日に国民議会を「国内外における国家主権の唯一の執行者であ
るとともに守護者である」とする「アルジェリア民主人民共和国」（R6publique　alg6rienne　d6mocra・
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tique　et　populaire）の樹立を宣言した。
2．　フランス人入植者の脱出
　独立直後，無政府状態に陥ったアルジェリアでは，以上のような政治的混乱に加え，宗主国であっ
たフランス側にとっても悲劇的な状況が生じている。入植者が多数居住していたアルジェリア西部の
オランでは拉致事件が相次ぎ，1，835人のヨーロッパ人が行方不明となった。また，ハルキ（Harki：
フランス軍に仕えるムスリム民兵），親フランスの立場をとる回教徒が多数処刑され，同時期1～2．5
万人の粛清が行なわれたといわれている。また，とりわけフラソスにおけるアルジェリア独立の世論
を動かしたのは，独立戦争末期に出現したOAS（Organisation　Arm6e　Secr色te：秘密軍事機構）と呼
ばれるテロリスト集団の存在であった。OASは，現地軍青年将校および極右植民者によって構成さ
れた軍事活動組織であるが，1961年4月11日，ドゴール将軍が記者会見でアルジェリアの分離と
ヨーロッパ人の再編成を示唆する発表をすると，一気に先鋭化し，パラシュート部隊，外人部隊脱走
兵たちと合流して地下運動へと転向した。さらに彼らの指導下でさまさまなヨーロッパ人テロリス
ト・グループがOASに再編され，「絶望的かつ散発的な，しかし執拗をきわめたテロ活動」を遂行
する10。アージェロンはOASの活動について以下のように述べている。「OASの狂気は，　rアラブ人
狩り』という日常化されたムスリムへのテロ（15日間で256人の殺害）だけでなく，フランス人の将
校，警察官，本国裁判官などの暗殺にまで広がった」11。
　フランスはアルジェリア人とフランス人叛乱者（OASの嵐）の2つを敵にして戦うことを余儀な
くされ，本土にまで拡大したOASのテロに対しフランス世論は即時和平を要求した12。1962年4
月，フラソス本土でアルジェリア独立の是非を問う国民投票が行なわれ，4分の1が棄権したとはい
え，反対は6．6％，賛成は64．8％，有効投票からすれば9割以上の支持でアルジェリアの独立は承認
された13。
　当時アルジェリアでは，約100万人の入植者が居住しており，彼らにとってアルジェリアはフラソ
ス本土の一部と認識されていた。それゆえ，フランス植民者にとってのアルジェリアの独立は解放で
はなく，完全なる決別を意味していた。独立後のアルジェリアの情況について，ベンジャミン・スト
ラは以下のように述ぺている。「1961～62年はアルジェリアにとってまさに経済的空白（vide　6cono・
mique）の様相を呈していた。約90万人の入植者がアルジェリアを立ち去った（うち30万人はアルジ
ェリア経済と行政を支える要職に就いていた）。こうしたヨーロッパ人は国家歳入の約半分を占めて
おり，輸入製品の60％近くを消費し，国内生産品の40％を購入していた。フランス軍とアルジェリ
ア解放戦線との戦いが激化した1959年，すでに大量の資本流出が確認されている。国外への資産の
持ち出しは1964年までかなりの規模で行なわれ，アルジェリアの生産構造は完全に無秩序状態に陥
った」14。
　他方，ピエノワール（＝入植者）のフランスへの大量移住とともに，独立後，限定付きながらもフ
ランスで働く権利を獲得したアルジェリア人労働者は，大挙してフランスへの移住を開始している。
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独立後3カ月（1962年9月1日～11月11日）の期間だけで9万人以上（91，744人）のアルジェリア
人がフラソスへ入国申請している15。1965年にはアルジェリア移民の数は45万人に増加している。こ
うしたフランスを中心とするヨーロッパ大陸へのアルジェリア移民の大量流入の現象は，フラソスの
労働市場が職をもたないアルジェリア労働者の典型的な吸収先へと転化したことを意味している。
　後に検討するアルジェ憲章では，アルジェリア移民の大量発生現象は，フランスによる植民地によ
って形成されたアルジェリア経済の後進的性格に密接に関係しており，生産力の進んだ国における産
業部門間，すなわち再生産過程の不均等な経済発展と結合して成立してきたものであり，その意味で
植民地支配が生み出したアルジェリアの従属的経済構造を解消しない限り，移民は終息することはな
いと明言している。
　植民地支配期における宗主国フラソスとアルジェリアとの従属関係，不均衡な関係性を明白に示し
ているのが表1である。表1は，1960年におけるアルジェリア人と入植者の部門別就業構成比を示
しているが，ヨーロッパ人の比率が高いのは，管理職（81．8％）を筆頭に，中間管理職（56．4％），
熟練労働者（50．5％）が過半を占めているのに対し，アルジェリア人の就業構成比で高い比率を占め
ているのは，農民（99．4％），農業労働者（99％），・小売業者（81％），非熟練労働者（87．3％）であ
り，きわめて対照的である。この意味において前近代的植民地経済から離脱を指向する限り，後に検
討する農地改革の課題が独立後アルジェリアの至上命令となったのは，当然の帰結であった。次節で
は，戦後崩壊に陥ったアルジェリア経済を蘇生させるためベン・ベラ初代大統領が行った改革政策を
検討する。
表1　ヨーロッパ人とアルジェリア人の部門別就業構成比
1960年
アルジェ リア人 フランス人 合計
人
?
人 ％
農　民 443，800 99．4 2，700 0．6 445，500
農業労働者 324，400 99．0 3，300 1．0 327，700
手工業 79，200 64．5 43，500 35．5 122，700
小売業 135，600 81．0 31，800 19．0 167，400
非熟練労働者 372，400 87．3 54，300 12．7 426，700
軍・警察 69，200 68．3 32，100 31．7 101，300
自由業，上級職 12，800 54．9 10，500 45．1 23，300
中間管理職 38，800 33．6 76，800 56．4 115，600
管理職 2，400 18．2 10，800 81．8 13，200
熟練労働者 65，200 49．5 66，600 50．5 131，800
家庭労働 60，000 74．3 20，700 25．7 80，700
合　　計 1，642，800 82．3 353，100 17．7 1，995，900
出所：Key　Adamson，　Algeria　a　study　in　competing　ideologt’es，　Cassell，　London　and　Newyork，1997，　p．　90．
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3．　トリポリ綱領
　独立後，初代大統領に就任したべン・ベラは，土地の集団化と協同組合による開発を基礎とする土
地改革を中心とした社会主義経済路線を打ち出す。とはいえ，フラソス人入植者によって植民地アル
ジェリアに移植された徹底的なまでのモノカルチャー経済を変革することは，わずかな土地すらもた
ない100万人の農民を有し，国民解放軍の80％が農民で編成されていたとするベソ・ベラの言葉を待
つまでもなく，多くのアルジェリア人民の悲願であった16。独立戦争の只中にあった1956年8月，フ
ランス軍の監視の目を逃れながら開かれたカビール地方スソマーム（Soumann）峡谷での秘密会議
では，アルジェリア人民の独立へ向けた熱意を惹起するためFLNはアルジェリア革命草案を採択す
る。そこでは「アルジェリア農民の『土地への熱望』は，国家独立を勝ち取ることによってのみ満た
され，彼らはそのことを深く理解している」17と宣言されている。
　そして，先に触れた独立直後に操択されたトリポリ綱領は，歴史に規定された特殊な経済構造のな
かで練り上げられたものであることを理解しなければならない。トリポリ綱領の内容を検討してみる
と，第1に新生アルジェリア国家が即座に着手しなければならない政策は，農地革命（r6volution
agraire）であると規定している。トリポリ綱領の正式名称は「民主人民革命を遂行するためのプロ
グラム」（Projet　de　programme　pour　la　r6alisation　de　la　r6volution　d6mocratique　populaire）である
が，民主人民革命の意味するところは何よりもまず農地革命であると規定されている。すなわち，政
府はその第1の課題として，植民地支配によって躁躍され，解放戦争に全てを犠牲にして甚大な被
害を蒙った農業部門の修復作業を行い，農地改革，農業の近代化，土地財産の確保を連関的に進め，
経済の計画化を選択する。トリポリ綱領で選択されたアルジェリア政府が優先すべき政策は5項目
（1農地改革，2イソフラ開発，3金融網と貿易の国有化，4鉱物・エネルギー資源の国有化，5工業
化）にわたっているが，工業化の項目においても近代的農業設備を配備するために工業を発展させる
とし，外国，とくに先ずフラソスとの関係を根本的に変革し，フラソスの独占的支配を除去するこ
と，そして農村の構造を根本的に変革することが最重要課題に掲げられた18。地下天然資源に関して
は，国有化はあくまで長期的目標であり，目下のところ優先されるべき政策方針は，農村へのガス・
電力網の普及，我が国自身の手で地下天然資源を管理するために広範囲にわたる技術者，専門家を養
成することに全力を注ぐと規定している。換言すれば，国家存続の懸案事項に関わる問題を解決する
ための資金として地下天然資源の収益を利用するべきであり，農地革命，社会主義の建設，社会整備
（党の確立，識字率の向上，女性解放）を優先し，「地下天然資源の国有化」はあくまで長期的目的で
あった19。
　トリポリ綱領で規定されたイデオロギー的側面を検討してみれば，植民地経済は大衆を犠牲にした
特権階級の富を増大させる構造的特徴を有していた，と指摘した後で，資本主義自由経済の手段をも
ってしては新しく独立した国家を変革することはできないと述べている。自由主i義経済政策は，「市
場を無秩序に陥れ，帝国主義への新たな経済的従属を深めるばかりか，既に豊かな諸国へ自国の富を
流出させる道具として国家が利用される。さらに，帝国主義に同調する寄生階級の活動を助長させ
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る」（トリポリ37条）と規定し，アルジェリアの経済発展＝工業化を短期間で実現するためには，人
民参加による計画経済の遂行が不可欠であると結論している20。そしてその前提作業として要求され
．るのは，アルジェリアの封建制とブルジョワ階級一この2つのイデオロギーは新植民地主義の温床
となる一を排除しつつ，農民，労働者，革命的知識人によって指導されなければならないと規定し
た21。
　以上のように，トリ，ポリ綱領では，農業の発展を基礎においた工業化，農業部門の発展なしにはア
ルジェリア経済の発展は不可能であるという基本姿勢が貫かれているが，植民地時代のアルジェリア
がいかに歪んだ農業構造を形成していたかを指摘しておかなければならない。
4．植民地期の農業構造
　独立以前のアルジェリアの経済構造はブドウ栽培を基本とした換金作物による一次産品輸出収益に
支えられた典型的なモノカルチャー産業構造を特徴としていた。「フラソス資本主義の発展過程にお
いて，国内で資本の再生産を保証することのできない産業部門＝ブドウ栽培農業部門が放棄され，こ
れが植民地アルジェリアに移植されていく過程に他ならなかった。この過程において植民地アルジェ
リアに移植され形成された産業は，ブドウを中心とするモノカルチュア経済であり，植民地農産物の
宗主国フラソスへの輸出を中軸とする植民地貿易の形成過程であった。…こうして形成された植民地
産業は，宗主国フランス経済の下位部門として宗主国市場に垂直的に接合されることによって形成さ
れた輸出部門（近代的部門）と，歪められ奇形化された伝統的自給経済部門（伝統的部門）の2部
門を中軸とする破行的経済＝低開発経済が形成される過程であった」22。こうした近代的部門と伝統
的部門の二重性は低開発経済の特徴をなしており，同時に経済発展の阻害要因であった。この点に関
して，ゴノンは以下のように指摘する。「フランスによる支援を受けているアルジェリアの近代的農
業部門は，自立的な経済発展を保証するような飛び地を形成しているのではなく，対外から人工的に
補給されているだけで，経済全体でみれば何らプラスの効果を及ぼすものではなかった」23。こうし
た植民地支配が引き起こした歪な経済構造は，①植民者（フランス人）による土地収奪によって被植
民者（アルジェリア人）との間に極めて不平等な経済関係が構築されること，②宗主国に垂直的に従
属した貿易関係を通じて工業化の芽が完全に摘み取られてしまうこと，以上の2点を理由にして植
民地における経済発展を困難にする。
　第1点に関して，土地収奪による支配一被支配の関係を極めて明瞭に示しているのが，ヨーロッパ
人（入植者）とアルジェリア人との私有地の所有分布を示している表2である。
　同表によれば，100ヘクタール以上を所有しているヨーロッパ人の比率は全体の約18％を占めてい
るのに対し，アルジェリア人の同比率はわずか1％である。逆に，アルジェリア人は10ヘクタール以
下の土地所有面積に全体の69。5％にあたる43．8万人が集中している。また，2万2，000人のヨーロッ
パ人は2，700万ヘクタールの土地面積を所有しているのに対し，63万人のアルジェリア人が所有して
いる土地面積は734万ヘクタールに過ぎない。これを一人あたりの平均土地所有面積に換算してみる
一171一
表2　ヨーロッパ人とアルジェリア人の所有地の分布
ヨーロツパ人 アルジェリア人
農　地　面　積
人　　数 面　　積 人　　数 面　　積
10ヘクタール以下 7，432 21，462 438，483 1，378，500
10～50ヘクタール 5，585 130，968 167，170 3，185，800
50～100ヘクタール 2，635 181，622 16，580 1，096，100
100ヘクタール以上 4，385 2，332，239 8，499 1，688，800
合　　　　計 22，037 2，666，296 630，732 7，349，200
出所：Abdelrrahim　Taleb　Ben　Diab，《《Bilan　colonial：les　entreprises（agricoles　et　industrielles）
　　europ6ennes　en　Alg6rie》〉，　Les　Accords　d’Evian　en　conjoncture　et　en　longue　duree，　Karthala，
　　paris，1997，　p．52．
表3　アルジェリアの貿易相手国の国別構成（1960～67年）
輸出（％） 輸入（％）
相　　手　　国 1960 1964 1967 1960 1964 1967
フラソス
｢州経済共同体（EEC：フラソスを除く）
?[ロッパ自由貿易連合（EFTA）
潔｢諸国
Aメリカ
ｻの他諸国
84
???
73
P4．1
R．7
Q．3
O．5
U．4
59．3
Q0．5
P0．4
Q．7
O．2
U9
80
R．1
Q．1
P．4
P33
70
U．4
R．5
R．7
?．?
59．6
W．8
????．?
出所：G6rard　De　Bernis，（（L’6conomie　alg6rienne　depuis　1’lnd6pendance》》，　Annuaire　de　1’Afrique　du
　　Nord，　CNRS，　pais，1969，　p．31．
と，ヨーロッパ人1，227ヘクタールに対し，アルジェリア11．6ヘクタールに過ぎず，ヨーロッパ人の
1／10程度でしかない。加えて，アルジェリア北部に広がる比較的肥沃な農地70万ヘクタールのうち，
36万ヘクタールが葡萄栽培，24万ヘクタールが果樹畑で占められていた24。フラソス植民地支配時
代，アルジェリア経済はこうした換金作物（葡萄，柑橘類）を中心とした一次産品輸出収益に経済全
体が支えられており，中枢国に垂直的に従属していた。このような国際分業体制は，本国との植民地
貿易を通じてはじめて統合され，強化，完結する。表3はアルジェリアの貿易相手国の国別構成
（1960年）を示しているが，同表で明らかなように，独立以前のアルジェリアは本国フランスに対す
る強い貿易依存性を示している。すなわち，アルジェリアの輸出の84％，輸入の80％がフランスと
の貿易で構成されており，他国との貿易関係は極めて低い割合にとどまっている。
　植民地期アルジェリアの経済は，葡萄栽培という特定の食糧生産に特化した結果，フランス以外の
諸国との有機的統一性を持たない極めて奇形的な経済構造を持つに至ったのであり，その特殊性ゆえ
に他の諸国への販路の拡大は極めて困難であった。ペン・ベラ政権下のアルジェリアでは植民地期に
強制的に形成されたモノカルチャー型産業構造の徹底的な変革に向け，自主管理方式に基づく社会主
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義的農地経営を実施していくことになるが，一方で，こうした資本制的経営に支えられた葡萄酒の輸
出量は独立後，急激に減少する。この理由は，入植者が国外脱出したことにより放棄された植民地農
園の老朽化と同時に，自主管理体制下で輸出換金作物の生産が破棄されたことを主因としている。す
なわち，植民地時代には国際価格より非常に高くアルジェリア産葡萄酒を買い取るというフラソスの
保護主義に基づく独自の価格体系で輸出が行なわれていたが，独立後，フラソスはこうした特恵貿易
措置を廃止したため，フランスの植民地貿易に保護されてきたアルジェリアの葡萄酒は国際競争に直
面し，販路を完全に失いマージナル化してしまったのである25。他方，アルジェリアの低廉な労働力
を利用した近代的資本主義農業経営を営んでいたフランス人入植者は，植民地支配時代に施行されて
いた保護貿易を楯にとり本国へ輸出することで莫大な利益をあげることに成功していた。
　以上のように，帝国主義国の原料供給地，商品販売市場，資本市場として強制されたアルジェリア
では，政治的独立を果たした後においても，自立的な再生産構造を構築する契機が破壊されてしまっ
ており，本国の経済圏から離れては自立しえない産業構造を有していた。アルジェリアにとっての国
家独立の意義は，こうした帝国主義の衛星国としての地位を脱却し，自立的経済国として立脚するこ
と，そのために資本主義世界体制から離脱し，自ら経済発展を選択する契機を獲得することにあった。
　モロッコ国境近くの村（Maghnia）の貧農の家庭で生まれたべン・ベラ26は，トリポリ綱領に基づ
き大胆な農地改革を遂行していく。独立後，入植者によって放棄された農地，工場・企業などを「所
有者のない財産一無主地（biens　vacants）一」と定め，国有化を断行する。その結果，63年までにそ
れまで入植者が所有していた土地約250万ヘクタールが国有財産に指定され，所有者のいない土地・
財産は，「自主経営」（労働者が経営に参加する社会主義的経営）に移管された（政令1963年3月18
日）。だが，ベン・ベラが行なった同改革は，ペソジャミソ・ストラが「植民地統治から社会主義と
いう名のもとでの集団労働体制へと移行しただけで，土地の所有権，賃金面での農民の労働条件が抜
本的な変化があったわけではなかった」27と指摘している通り，一部の新興ブルジョワジーが実質的
な経営権を握るようになり，社会階級組織が再生産されたに過ぎなかった。無主地の国有化と同時期
に農地改革庁（ONRA－0伍ce　National　de　la　R6forme　Agraire）が設置された。同機関の活動範囲
は，創設当初，国有化農地の管理，自主組織の経営（総監や現場監督官の選任，収穫高や土地の調査）
に限定されていたが，その後，資金調達から農機の搬入，農産物の流通に至るまですべての実質的な
経営権を掌握する支配機関へと転化した。ベニサードは，ペン・ベラ政権下での自主経営体制を以下
のように批判している。「（自主経営体制は）誕生当初から，中央集権的な官僚支配体制と厳格な国家
管理が確立しており，硬直化していた」28。66年に農地改革庁は膨大な赤字を残して解体するが，一
度確立してしまった官僚支配体制を打ち崩すのは容易ではなく，農産物の生産高は停滞と減少を続
け，農村地域では絶望的な状況が生まれていった。
　その結果，生活の改善を求める労働者は農村から都市への移住を開始し，3年間（60年～63年）で
約80万人が都市へ流れ込んでおり，66年には全人口の38％（470万人）が都市部で生活するに至っ
た。都市部への過剰な人口集中は，都市部と農村の両方で失業と貧困（スラム街）の拡大を招き，ア
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　　ルジェリアは慢性的な危機的状況に陥った。かかる危機的状況は，爆発的な人口増加によってさらに
　　深刻となる。1966年のアルジェリア統計局による人口推計の調査結果によれば，66年の人口は1，250
　　万人に達しており，人口増加率は3．2％（1946年は1．1％），人口構成では20歳以下が全人口の57％を
　　占めている。同増加率は，20年以内にアルジェリアの人口は2倍に膨れ上がる計算である。当時の
　　失業者数に至っては，150～200万人，失業率は30～50％と推定されている29。またアルジェリアで
　　の工業は皆無に等しく，ベン・ベラの自主経営政策で創設された企業は345公団，雇用総数は9，521
　　人に過ぎなかった。
・　　「アルジェリアは2，000万の人口を楽に食べさせることができる」30と宣言したペン・ベラの自信と
　　は裏腹に，アルジェリア社会の状況は日に日に悪化していく。ペン・ベラ政権に対する抗議デモや新
　　政党の結成，軍部支援による叛乱が相次ぎ，国内の分裂を引き起こす。危機感を強めたべン・ベラ大
　　統領は，FLNによる一党独裁体制を築くため，国家による統制や締め付けを強化していく。大統領
　　に就任してわずか2ヵ月後，アルジェリア共産党（PCA－Parti　Communiste　Algεrien）に対し結党
　　禁止を発令し，1年後の63年8月には第三勢力としてカビリ地方を中心に展開していた社会主義革命
　　党（PRS－Parti　de　la　R6volution　Socialiste：党首ブーディアフ）を非合法化している。また，ベ
　　ソ・ベラは閣僚名簿の指名を権力集中のために利用し，ベソ・ベラ派の人物を次々と自分の周囲に配
　　備し，大統領権限を強化していく。63年4月には外務大臣（Kemisti）が暗殺され，　FLN政治局書記
　　長の座に就いていたハイダルを解任し，ベン・ベラが同ボストを兼任する。ついでブーディアフと党
　　幹部3人が「国家反逆罪」で逮捕され，同年8月にはファーラート・アッバース国民会議議長を解
　　任，その間，アイト・アフメドは社会主義諸勢力戦線（FFS－Front　des　Forces　Socialistes）を結成
　　し，カビリーで大規模なべン・ベラ政権の糾弾運動を展開するが，鎮圧部隊による徹底的な掃討作戦
　　の末，64年10月にアイト・アフメドは逮捕される。こうして，かつてアルジェリア独立戦争に向け
　　た武装蜂起（1954年11月1日）を組織，指導した「9人の歴史的英雄」31を次々に政界から追放，逮
　　捕し，ペン・ベラ大統領はFLNによる集権化と絶対権力を掌握する。
　　　独立から2年を経過した1964年4月になって初めてFLNの第1回総会が開催された。このことは
　　FLNの党機構がいかに未整備で統制がとれていなかったかを如実に物語っているが，ともあれ，
　　FLN第1回総会では，独立後の2年間を総括し，今後の経済政策の修正を図る「アルジェ憲章」
　　（Charte　d’Alger）が採択された。
5．アルジェ憲章
　1964年4月の第1回FLN総会で採択されたアルジェ憲章は，基本的に独立直後に採択されたトリ
ポリ綱領（1962年6月）を踏襲したもので，政治（イデオロギー）的内容に大きな変化はない。す
なわち，トリポリ綱領と同様，農地革命と経済の計画化に基づく社会主義国家の建設という基本方針
を打ち出している。但し，アルジェ憲章では，国有部門へ更にウェイトを置き，国有部門を国民経済
の中軸に据え，経済，政治面での発展を牽引する主要な挺子として強化・拡大しなければならないと
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定めている。更に，工業化政策に関して，新規雇用の創出，消費財や輸入工業製品の国内での充足，
調和のとれた重工業の設置といったように具体的な規定が行なわれた32。
　しかし何よりもアルジェ憲章で強調された点は，慢性的な危機的状況に疲弊した国民意識を惹起す
るために「アルジェリア人自身の力に頼れ」という方針を前面に打ち出したことである。戦争による
被害に加え，独立直後に発生した入植者の国外脱出によって壊滅的な打撃を受けたアルジェリア経済
を再構築するために，アルジェ憲章ではアラブナショナリズムを前面に打ち出し，アルジェリアの経
済・政治的独立の堅持を国民に呼びかけたのである。この点に関してノスチは以下のように述べてい
る。「独立後のアルジェリアでは，ヨーロッパ入植者の国外脱出にともない，自らの資財（40から50
億フラン相当）を持ち出したため，同国の経済は数カ月間で急激に悪化していった。当然のことなが
ら入植者は税金を払わずに国外脱出したため政府の実質的歳入は皆無に等しかった。また，入植者の
国外脱出は，アルジェリアで彼等が占めていた職業的地位に空白をもたらした。従って，彼等が去っ
た後のアルジェリアでは，下級から上級まで全ての官職，経営者が不在となった。その上，独立戦争
時の1956年，アルジェリア人学生は解放闘争のためマキに潜伏してゲリラ戦を展開し，その過程で
多くの命が失われていた」33。かかる事態に至って，同憲章では「人材（人的資本）の育成」と「資
本形成」を国家が着手すべき最重要課題に位置付けたのである。ノスチの指摘にあるように，前者
は，入植者の国外脱出と戦争によってもたらされた人的資本の被害を補完することを意味し，後者
は，失われた入植者の財源を外国からの援助によって補填することは単なる弥縫策に過ぎないと位置
付け，内発的な資金供給が確実かつ迅速な経済発展をもたらすのであり，両者の蓄積と相互連関なく
して，アルジェリアの真の独立は達成し得ないと宣言したのである。
　しかしながら，唯一の外貨獲得源であった葡萄栽培農業部門が放棄され，工業が不在に近い状態の
アルジェリアでは，有効な資金的余裕などなかった。そのアルジェリアが70年代には潤沢な資金源
を挺子とする工業化政策を発動し，第三世界諸国をはじめとする全世界の耳目を集めるなか，単一農
業依存型経済から離脱する。その契機となったのが次節以降で検討するサハラ石油鉱脈の発見であっ
た。
1　サハラ石油開発
1．　サハラ石油鉱脈の発見
　アルジェリアのサハラ地域は，オアシス（Oasis）県とサウラ（Saoura）県を指し，国土全体の約
84％に相当する。サハラ地域だけで日本の5．26倍の地表面積であるが，その大部分が砂漠で覆われて
おり，人口密度は036（人／平方キロメートル）と極めて低い。このような無人の地で1953年，フラ
ンス系石油会社（CFP（A）－Compagnie　Frangais　des　P6trole（Alg6rie）），アルジェリア石油探査開
発公社（S．N．　Repal）が本格的な探鉱活動を開始し，1956年にハッシムサウド（Hassi　Moussaoud）
油田とハヅシルメル（Hassi　R’Mel）天然ガス田の巨大な炭化水素鉱床を発見する34。
　1958年10月3日，アルジェリア東部の都市コンスタンチーヌを訪れたドゴールは，独立戦争中に
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あったアルジェリアの経済再生10力年計画（コソスタンチーヌ計画）を発表した。ドゴール将軍は，
初期5年間で40万人の新規雇用を公約し，アルジェリア人貧農層には25万ヘクタールの農地を分
配，アルジェリア人の官職への登用，義務教育の推進を公言した35。以降，フランス政府はコンスタ
ンチーヌ計画の具体化に向けインフラ（公共事業，空港建設，通信設備），社会資本投資（水利施
設，電気，都市化等）を行なっている。その結果，表5に示されるように，58～62年の4年間で総
額8億6，600万フランが投資された。
　しかし，ここで留意しなければならないのは「フランスのアルジェリア経済開発政策は，アルジェ
リア北部のフランス人支配を維持することに傾注しており，アルジェリア経済の発展と結びつくよう
なフラソス資本の形成にはつながらなかった」36という点である。それではコンスタソチーヌ計画は
何を目的としていたのか。表5には示されていないが，58～62年の同期間，サハラ地域共同機構
（0．C．　R．　S．－Organisme　Commun　des　r6gions　sahariennes）の発表によれば，サハラ探査・開発に投
資された総額は10億1，400万フランに達している。フランス政府の立案したコソスタンチーヌ計画の
真の目的は，アルジェリアの工業化や雇用の創出，生活水準の向上ではなく，サハラでのフランス圏
に対する原油供給の安定確保であった。同期間，フランスによって建設された空港施設や通信設備の
拡充に向けたイソフラは，ほとんどがサハラ石油鉱脈開発に関連していたのであった。
　当時，フランスの対アルジェリア政策は一つの転換期を迎えていた。ドゴールは対米依存からの離
脱と，対米抵抗を基本理念においたフランス民族自立の再建，国家の復興，旧型ブルジョワジーの解
体による抜本的な構造改革，すなわち近代化＝新資本主義路線を念頭において，その政治理念的背景
として植民地国家たることをやめ植民地放棄構想を打ち出していた37。ここでいうフランスの近代化
表5　サハラ地域共同機構（OCRS）の投資
単位：1，000フラン
1958－1959年1960年 1961年 1962年合計
イソフラ投資：
公共投資 263，110 53，620 41，140 22，550380，420
空港施設 40，000 17，080 18，230 3，952 79，262
通信設備 29，270 16，564 13，530 3，280 62，644
社会資本投資：
水利施設 65，000 40，162 43，628 17，468 166，258
電気 19，320 10，500 11，77041，590
都市化，住宅建設 4，250 22，346 22，720 11，240 60，556
社会設備 3，690 6，108 7，192 5，50022，490
金融支援 1，500 3，500 13，200 18，200
調査・その他 4，500 7，120 14，410 8，740 34，770
合　　　計 411，320 185，820184，550 84，500 866，190
出所：Francis　de　Baecque，《くPerspectives　d’avenir　du　Sahara》・，　L’Alg6rie　de　demain，　Presses
　　Universitaires　de　France，1962，　p．210．
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と構造改革が意味するのは，旧来の古典的農業資本を基盤とした植民地支配による国際分業体制と決
別し，第二次世界大戦後の重化学工業を中心とした経済復興の実現を示している。そのためには，石
炭や電力資源に依存したエネルギー供給は不十分であり，フラソス資本主義にとって石油資源＝サハ
ラにおける地下天然資源（石油・天然ガス）の掌握は，最も重要な政治的・経済的生命線を意味して
いた38。そのためアルジェリアの独立戦争が泥沼化するなか，ドゴールはアルジェリアの北部13県と
サハラ2県を分断して統治することにあくまで固執した。したがって，フランスが停戦とアルジェ
リアの独立主権を認めたエビアソ協定（1962年3月18日調印）においても，それは石油の開発権益
に関して一定の留保条件が付与されており，フランスの利権維持が盛り込まれていた。
2．　エビアン協定
　エビアソ協定の宣言第2章では，フラソスとアルジェリア間の協力関係に関する原則が明記され
ている39。そこでは，アルジェリアはフランスの利益と個人の利益を保証し，両国は技術，経済，財
政，文化のレベルで緊密な協力を行なうことが述べられている。また，フランスは，3年間8万の兵
を駐屯させ，5年間サハラに複数の空港を保持し，15年間オランの外港に軍事基地を置くことができ
る40。だが，両国にとって最も重要な部分は，「サハラ地下資源開発にむけた協力の原則の宣言」
（D6claration　de　principes　sur　la　coop6ration　pour　la　mise　en　valeur　des　recherche　du　sous－sol　saharien）
であった。以下ではこの点に関して検討する。
　まず，フランスはサハラ開発事業に関して，独立以前に制定された「サハラ石油法」（1958年制定）
を独立後も適用するとした41。サハラ石油法は，開発権，損失免税，関税の減免措置，投下資本の回
収の自由など，石油会社にとって有利な内容となっている。さらにアルジェリアは，フランスの経常
収支維持を目的としてフラソ通貨圏維持が取り決められ，仏系石油会社に調査／開発に関して6年間
の特恵権とともに，フランスへの石油輸出の支払いと専売権の付与といった特別条項が明記されてい
る。さらにサハラ地下天然資源の「合理的開発」のために仏ア技術代表部を創設することが取り決め
られ，同機関は「定期的に開発状況を監督し，鉱物資源開発活動に必要とされるインフラストラクチ
ャーの維持，さらに，支出，調査，設備維持，新規投資の計画を立案し，両国代表の承認を受ける」
（第16項）と定められた42。同代表部はサハラ地域共同機構（0．C．　R．　S．）にかわるもので，フランス
人とアルジェリア人同数（各6名）で構成され，総監と議長はどちらかにフラソス人またはアルジ
ェリア人が決められ，その指名は3分の2以上の賛成によることになっている43。代表部は独自の法
的地位と財政をもち，その権限はサハラ開発に関してのアルジェリア政府への勧告，執行の2つを
兼ねる。以上の規定に従って，両国代表はパリで62年8月28日，協定内容を追認，アルジェで代表
部が創設された。
　先にみたように，コンスタンチーヌ計画後にフランス政府がインフラ投資を行なったのと同じよう
に，仏ア技術代表部の主たる事業は，これまで未開の地であったサハラ地域を石油供給基地に変貌さ
せることであり，そのためには近代的な基礎的通信イソフラの整備が不可欠であった。そのためフラ
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ソス政府とアルジェリア政府は同技術代表部を通じて，道路のアスファルト舗装（2，900キロメート
ル），新道路の敷設（6，000キロメートル），航空施設（20の滑走路），通新設備（通信ケーブルの設
置）等の基礎的イソフラ整備に着手したca。
　従ってエビアン協定は，フランスからアルジェリアへと政治的管轄権が移管されただけで，地下天
然資源の実質的開発権は依然としてフランスに掌握されたままであり，アルジェリアは，フランス
の，ひいては先進資本主義諸国の経済的な軌を完全に断ち切ることはできなかったのである。エビア
ン協定が締結に至った政治的背景に関して，菅原太一は以下のように述べている。「フランスとして
は石油の供給とすでに投下した莫大な権益が保証されれば，アルジェリアに主権を与えることによっ
て，かえってスムーズな協力が行なえるという，ドゴール独特のたくみな政治的判断が事態を決定し
たといえるし，アルジェリアにとってみれば，膨大なサハラ資源を十分に開発できるほどの資本や技
術に不足している現状からみて，フラソスとの協力やフランスの既得権益を保証せざるをえなかった
といえる」45。
　両国の妥協の産物ともいえるエビアン協定であったが，ベソ・ベラが武装蜂起記念日（1963年11
月1日）のテレビ演説で「（エビアン）協定は戦争を終結に導くための特別な環境のもとで調印され
た」，炭化水素資源に関しては「アルジェリアは外国石油資本と新たな関係を築く必要がある」と述
べているように，アルジェリアが保有する地下天然資源の重要性が徐々に国内で醸成されていく46。
そして64年のアルジェ憲章を契機として，炭化水素資源の国家による開発と効率的な管理，したが
って資金源の確保は，アルジェリアの国民経済の自立を達成するためには不可欠であると認識され，
以降，FLNの不屈の決意をもってエビアン協定の改正交渉へと結実する。
3．Sonatrachの拡大
　後に国家による炭化水素部門の一元的な支配を確立し，「国家のなかの国家」とまで命名された
Sonatrachはこうした脈絡のなかで創設されたことに留意しなければならない。炭化水素の輸送・販
売会社（Sonatrach－Societe　Nationale　de　Transport　et　de　Commercialisation　des　Hydrocarbures）は
1963年12月31日，アルジェリア独自のパイプライン（TRAPAL）を敷設するために創設された。同
パイプラインは，ハッシメサウド付近のハウドエルハムラから地中海沿岸のアルズー港（Aoud　el
Hammra－Arzew：全長805キロメートル）を接続するもので，将来のアルジェリアの石油輸送の命運
を握る重要な輸送ルートであった47。しかし，Sonatrachに課された役割は何より国家がエネル
ギー・鉱物資源開発および運営に関するあらゆる段階を統括するための一貫操業石油会社を確立する
ことにあった。その使命は，炭化水素資源を国民経済へ有機的に結合（6troite　insertion）するため，
フラソスの石油開発を挺子とした新植民地主義的支配の輻を断ち切り，また外国石油資本に包囲さ
れ，世界資本主義の再生産を保証する石油の供給基地に転化することを拒否することにあった48。
　約1年半のアルジェリア政府による粘り強い交渉の末，1965年7月29日，サハラ石油開発に対す
る両国の均衡を打ち崩すフランスーアルジェリア合意が締結される49。Sonatrachは翌年9月22日に
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略号はそのままに，社名を「炭化水素の採掘・輸送・精製・販売公社」に変更し，上下流部門にわた
り活動領域を飛躍的に拡大していく。そして67年1月31日には，国内の販売網の4分の1を占めて
いたBPの販売網13社を買収，1967年8月29日には米英系石油会社（ESSO，　MOBIL，　Sinclaire等）
のアルジェリア国内の流通網を次々に買収・国有化し，Sonatrachに帰属させた。　JMシュパリエの
言葉を借りれば，まさに「できるだけ早急に外国の会社の手から政治的独立のシソボルであり経済発
展の挺子となるものを奪い返す」過程であった50。
　続いて68年5月14日には，外国石油会社の販売網14社を国：有化し，1968年10月19日，アルジェリ
ァは米ゲティ社（GETTY　PETROLEUM　CY）の株式を51％保有するという画期的な協定を結ん
だ。Sonatrachはこのとき初めて株式保有率が50％を超すことで外国企業との提携による経営権を掌
握した。続いて70年6月には国家石油回復政策により非フランス系石油（Shell，　Philips，　Mobil，　New
Mont，　Elwerthe，　AMIF）の国有化（いずれも51％）を行った。　Sonatrachは買収・国有化を通じて
アルジェリア経済，とりわけ炭化水素関連工業部門での影響力を高めて行った（表6）。同時に同公
社の雇用数は，1967年には1，640人であったが，68年には7，440人に増加し，炭化水素収益は66年18
億1，800万アルジェリアディナール（DA）から，69年には32億9，000万DAへと短期間で倍増してい
る（表7）。
　1971年2月24日，UGTA結成5周年記念集会でブーメディエン大統領は国有化に向けた政策を発
表6　Sonatrachの権益比率
1968年
開発・生産部門 輸送部門 天然ガスの液化・販売
会社名 権益比率（％） Sopeg 25 Camel 26
ASCOOP 50 Sothra 51．25 Somalgaz 50
S．N．Repal 50 ハッシルメル 100 Somens 50
C。RE．P．S． 2．43 一スキクダ間 Comes 25
C．A．RE。P． 18．04 ハッシムサウド 100
S．E．H．R． 25．5 一アルズゥ間
Getty 51 精製 流通
S．RA． 56 Sonatrachの独占
C．R．A．N． 50
アルズゥ，スキクダ 100
（プラント計画）
調査・掘削 （創立年）
Alfor（1966）51 Alreg 51 アソモニア精製：アルズゥ
Algeo（1966）51 Varre1 100 化学肥料：
Altra　（1967）51 アソナバ
Alcore（1969）51 アンモニア精製：スキクダ
（計画）
出所：Tahar　Benhouria，　L伽ηo〃鹿4θ1刃g伽8，　Frangis　Maspero，　paris，1980，　p．261．
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表7　アルジェリアの輸出入と炭化水素輸出
単位：100万DA
年 輸出 炭化水素の輸出（輸出に占める比率％） 輸入
1963
1964
1965
1966
1967
1968
1969
1970
3，747
3，588
3，145
3，069
3，571
3，872
4，611
4，980
2，167
1，933
1，690
1，818
2，605
2，669
3，290
3，505
（57．8）
（53．8）
（53．8）
（59．1）
（72．9）
（68．9）
（71）
（70）
3，432
3，471
3，312
3，153
3，151
3，528
4，981
5，205
出所：Tayeb　Said－Amer，　Le　developpement　industriel　de　1’Algerie　bilan　de　l’industrialisation，
　　Editionsanthropos，　M6jannes－les－Al6s，　P．46．
表し，ゲティ社との合意を下地にした新炭化水素法を定め，以降，アルジェリアで活動する外国企業
は，Sonatrachとの提携が義務付けられた。その際，　Sonatrachの資本参加比率は51％以上と定めら
れ，アルジェリアで行われる炭化水素資源に関するいかなる活動も同公団の監督下に置かれることに
なった。ここにフランス優位に支配していたサハラでの地下天然資源の採掘権をアルジェリアが完全
に奪取し，独立以来長く続いたフラソスとの「石油戦争」に終止符が打たれた51。
結びにかえて
　1965年6月19日夜半，ブーメディエン大佐は，あらかじめベン・ベラ大統領私宅を軍によって包
囲し，クーデタを決行する。決行に際して1人の犠牲者もださぬ無血クーデタであった52。また，政
権交代による市民の分裂はなかった。クーデタ決行前後，ブーメディエソ大佐はべン・ベラ政権を指
して「暴君」，「病的なまでの権力への執着」，「政党派閥の影の主謀老」，「政治的ナルシスト」，「無責
任，端的には世間に対する隔着と扇動的奇術師」といったように言葉の限りをつくした批判を繰り広
げているが53，ブーメディエンが掌握した政権もまた，強力な国家権力・機構の確立，厳格な計画経
済をつうじた工業化であり，FLNと軍部の一極集中による国家支配の状況はべン・ベラ時代のそれ
と変化するわけではない。長い植民地支配の後，経済・社会とも荒廃の極みに達していたアルジェリ
アにとってカリスマ的で強力な指導者の出現を時代とともに，何よりもアルジェリア国民が要請して
いたのである。そのなかで頭角を現したのがベン・ベラであり，ブーメディエソであった。
　ブーメディエン大統領が70年代に遂行した重工業化政策に関しては，稿を改めて検討していきた
いが，突如死去する1979年までの15年間，第1次4力年計画（1970～73年），第2次4力年計画
（1974～77年）をつうじてアルジェリアではGDPの50％を占める膨大な国内投資が行なわれ，　GDP
平均成長率6．4％という驚異的な経済成長を遂げる。他方，国際舞台においてもブーメディエソ大統
領は第三世界の旗手として活躍し，それまで国際経済秩序の中核を形成してきたIMF・GATT体制
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の構造変革と「新国際経済秩序」（NIEO）樹立を打ち出し，北側先進諸国との闘いを宣言する。
1974年4月，ブーメディエン大統領提案のもとに急遽開催された第6回国連資源特別総会では，「新
国際経済秩序樹立に関する宣言と行動計画」を採択し，ブーメディエン大統領は，同総会における討
論会で以下のように国際経済秩序を糾弾した。現在の国際経済秩序は「世界経済のすべての実権を高
度工業国という少数派が握っており，開発途上国から輸入する原材料および開発途上国に輸出する商
品およびサービスの価格を自己の意のままに決定できる状況にある。人類の大多数の者の眼には，現
存の経済秩序は植民地主義秩序と同様に不正かつ時代遅れのものとして映っており，第三世界のすべ
ての国の開発と進歩に対する希望を大きく妨げるものである」54。その前年（73年）には，いわば南
側諸国からの異議申し立てともいえる「石油戦略」の発動による石油危機が勃発しており，また，
74年には第3世界の天然資源恒久宣言（ラホール宣言），75年にはECとACP諸国間で第1次ロメ
協定が締結された。かかる70年代の資源ナショナリズムの高まりのなかで，アルジェリアの輸出に
占める炭化水素部門の比率は92％（1974年）に達し，単一資源輸出国へ決定的に転化していく。こ
の傾向は，2003年現在でも基本的に変化していない。それどころか，かつて国民経済独立，資本主
義世界体制からの離脱を実現し，社会主義への移行を実践するための戦略的武器として重要な役割を
担った地下天然資源は，現在では世界経済統合に向けたWTO加盟，　EUとの経済協力構築の受け入
れ態勢を整えるための道具と化し，国営企業の全面的再編成と民営化を模索している。別稿で検討し
たように，ブーテフリカ（Abdelaziz　Boute且ika）大統領は1999年以降，地下天然資源をはじめ，公
共サービス，郵政・通信分野といった経済の中核を支える基幹産業の民営化政策を打ち出し，2001
年3月政府は炭化水素改正法を提出し，Sonatrachを実質的な民間企業へと移行させようとしてい
る。アルジェリアの経済基盤の根底を切り崩す可能性のある同法に対し，アルジェリア労働総同盟
（UGTA－Union　g6n6ral　des　travailleurs　alg6riens）をはじめ国民の猛烈な反対にあい同法の審議は
ペンディングに至っているが，政府は同法の可決に向けて準備を進めており，改正法の公布の可能性
が完全になくなったわけではない55。
　本稿ではフランス植民地統治時代の若干の検討を加え，独立直後のアルジェリアの政治経済の変遷
過程を論究してきたが，現在にいたっても共通して指摘できる同国の特徴は，J・シュノーが的確に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　キャブティフ表現しているように「世界経済システムから経済責務をおしつけられた囚われ人」ということであ
る56。決定的な敗北を期した第三世界主義者はもはや具体的な処方箋を提示することができず，現在
のアルジェリアでは，国営工業部門は壊滅し，ストと社会不安が拡延し，国内市場は国際市場に翻弄
される無秩序＝バザール経済に陥っている。かつて青年将校達が武装蜂起した同国で，こうした現状
はあまりにも無残である57。
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